
 

 

 

令和４年度事業計画 

 
当機構は、昭和２５年以来、地方公共団体相互の救済事業を実施し、創立７０

周年を経て新たな取り組みの出発点を迎えている。令和４年度においては、昨年

の記念フォーラムにおいて再確認された共助の理念を踏まえ、会員の結束に向

けてコミュニケーションを充実させる等、共済システムの一層の強化に取り組

み、事業を着実に進展させる。 

１ 住宅火災共済事業 

（１）火災共済委託契約 

・ 火災共済掛金収入を１１億７，５００万円と見込む。 

・「共済拡大推進室」において引続き、付保率向上、未加入住宅等の加入促

進及び新規の市町村会員の確保を図ることとし、付保率６５％未満の解消、

契約戸数９１万戸及び会員数７０５を目指す。 

・会員相互のコミュニケーションネットワークを構築し、機構の相互救済シ

ステムの強化につなげる。（６ 参照） 

（２）火災共済給付金 

・支払額を火災共済給付金４億５，１００万円、特定給付金２，０００万円

と見込む。 

 

・大規模火災の発生が増加していることから、会員の協力のもと現地調査等

により、被災状況等を確認し、被害が大規模となった原因等について調査

分析を行う。 

 

・火災の発生抑止と被害額の軽減のため、住宅防火補助事業について、機器

等の設置から防火活動支援事業への重点化を進め、その利用を促進する。 

（５ 参照） 



 

 

 

 

２ 復興建築助成事業 

支払額を６，１００万円と見込む。 

 

３ 住宅災害見舞金交付事業 

・支払額を２億５００万円と見込む。 

・住宅災害見舞金交付事業については、引続き住宅災害復旧に係る国庫補助

の実態調査の分析等を行い、国庫補助と役割を分担しながら住宅災害見舞

金制度のあり方の検討を行う。 

 

４ 事業経費の推計 

（１）令和４年度収支予算のもととなる事業経費の推計は次表のとおりである。 

   表 令和４年度発生災に対する事業経費の推計         （単位：百万円） 

区 分 
当年度発生災 

支出額（A） 

支払備金 

当期積立額（B） 

当年度発生災に 

対する経費（A+B） 

火災共済給付金 

（特定給付金含む） 

４９ 
【４７】 

３４８ 
【３３７】 

３９７ 
【３８４】 

復興建築助成金 
７ 
【７】 

７５ 
【６５】 

８２ 
【７２】 

住宅災害見舞金 
４４ 
【５６】 

１０６ 
【９４】 

１５０ 
【１５０】 

合 計 
１００ 
【１１０】 

５２９ 
【４９６】 

６２９ 
【６０６】 

  （注）括弧内は令和３年度発生災に対する事業経費（予算ベース） 

（２）事業経費の月次把握 

  支払備金管理システムによる月次報告を活用して、年度半期において、それ

までの発生状況をとりまとめたうえで、会員に情報提供を行うとともに、その



 

 

 

 

分析や決算見通しを次年度の予算編成等につなげる。 

 

５ 住宅防火補助事業 

・住宅防火補助事業について、防火活動支援事業の活用促進を図るとともに、

補助メニューの重点化を図る。 

・防火活動支援事業の要件を緩和し、その内容を盛り込んだ令和４年度住宅

防火補助要綱を会員に提供するとともに、大規模火災事故発生事案を多く

抱える会員等に対し重点的に事業の周知を行うなど、会員による先進的な

防火の取組を積極的に支援する。 

・補助品目について、令和５年度より、防火対策としての効果等が高いもの

に重点化する検討を行う。 

・支払額を１億円とする。 

 

６ コミュニケーションネットワークの構築 

７０周年記念フォーラムで再確認された共助の理念を会員相互で共有すると

ともに、機構がその取組を支援するため、コミュニケーションネットワークの構

築に向け以下の取組を実施する。 

・総会及び運営協議会の議長及び副議長については、機関化することにより、

これら会議の活性化を図るとともに、定期的に常勤役員との意見交換の場を

設け、会員コミュニケーションの一層の活性化を目指す。 

・会員相互や会員と事務局相互のコミュニケーションを深めるため、業務連絡

会議及び防火防災セミナーを再編し、地方フォーラムを実施する。地方フォ

ーラムでは、役員、運営審議員等の参加を得、会員をはじめとする地方公共

団体に対して防火防災、まちづくり、住宅行政等の有益な情報提供や意見交

換を行うとともに、機構の経営課題等について活発な意見交換を行う。 

 



 

 

 

 

・７０周年記念フォーラムで展示したパネルの情報や７０年史の編纂のた

めに収集した資料を含め、機構の経営状況に関する情報を機構のホームペ

ージや機関誌「全住済業務季報」を通じ公開していく。 

・役職員による都道府県及び市町村への訪問、都道府県主催の管理担当者会

議等への職員の派遣等を通じ、「会員の声」を直接聴取する機会の確保に

努める。 

 

７ 調査研究事業 

再調達価額算定のための標準単価設定に係る調査を行うとともに、被害概

算額の的確な把握に向け、修復時における特殊な経費の把握や大規模な洪

水による水損等の被害額のより的確な把握などについて調査を進める。 

 

８ 業務処理システムの計画的な改修 

基幹システム、オンライン申請システム等に関し、セキュリティの確

保、会員サービスの向上、円滑な業務遂行、経費節減等の観点から、OS

のサポート終了に伴うサーバーの更新などのシステムの計画的な改修を

行うとともに、基幹システムとオンライン申請システムの早期統合のた

めの検討を行う。                                       

                                

９ 資産運用 

（１）金融資産の運用 

低金利の状況や比較的高利回りの地方債の満期償還が続き、今後、これら

による運用益の減少が見込まれる中で、会員へのサービス水準を低下させ

ないよう一定の運用益を確保するため、地方債や事業債による運用に加え、

財産管理規程に基づく理事会の厳格な監督の下、私募リートによる積極的

な運用を行う。 

 



 

 

 

 

（２）建物賃貸事業 

賃貸物件については、令和５年２月からの賃料の引上げにより収益の確保

を図るとともに、法令等に基づき計算した収益の５０％を公益目的事業実

施の財源に充てる。 

 

１０ 危機管理対応 

新型コロナウイルス感染の拡大等を踏まえ、会員へのサービス水準を維

持するため、業務のデジタル化等により、テレワークの環境整備等を推

進する。  


